資料２
地域生活を支える資源のあり方と確保方策について（障がいサービス）案
【障がい福祉サービス】
障害者自立支援法は「必要な障害福祉サービスに係る給付その他の支援を行い、もって障害者及び障害児の福祉の増進を図る」（第１条）ことを目的としている。
この項では、障害者自立支援法の自立支援給付のうち、地域生活を送る上で重要な福祉サービスである訪問系事業、日中活動系事業、短期入所事業の課題について検討する。
１．訪問系事業（居宅・重度訪問介護）
　①報酬体系等について
　　報酬単価の引き上げ、医療的ケアを行った場合の加算の創設が必要である。
　（委員の主な意見）
　　・医療的ケアにおいて、高度な技術・専門性を要するものについては加算額を設定するなどして技術性・専門性を考慮した報酬体系にするべき。
　　・重度訪問介護の中に必要に応じて見守り単価と身体介護単価を組み合わせるべき。
　　・事業者が安全に医療的ケアを提供するためには、研修費用・医療機関との書類の取り交わし（医師の指示書・看護サマリー等）の事務的費用、責任と保険などコストがかかるため報酬単価の増額が必要。
　　・適切な医療処置を提供するためには出来高払いでの算定を可能にするべき。
　　・報酬単価に看護師人件費が反映されたものにするか、看護師を配置した事業者には加算をすることが必要。
　②訪問看護事業所との連携について
　　看護サービスと福祉サービスの一元的なサービス提供を行うための仕組みづくりが必用。また、ケアマネジメントのためにサービス提供事業所による個別支援計画の作成が必要である。　
　（委員の主な意見）
　　・事業所間の連携を含めサービス全体の調整は相談支援事業所が担うべき。
　　・看護と介護などの複数のサービスが必要な場合は、相談支援事業所が中心となりケア会議を開催し、個別支援計画を作成する中でサービス提供体制を構築すべき。
　　・介護保険のケアマネージャーのようなサービス提供のキーパーソンが必要。
　・日常生活圏域に設置されている地域包括支援センターが障がい児（者）を対象としている事業所の把握も行うべき。
　・NICUを退院し在宅で療養される障がい児に対して看護サービスを組み込んだケアマネジメントの普及が必要である。
　③事業所間の情報交換体制について（日中活動系事業、短期入所事業の課題も含む）
　　市町村自立支援協議会の中に情報交換体制を設けるべきであるが、市町村の事情によっては地域包括支援センターなどに設置するなど柔軟に考えるべきである。
（委員の主な意見）
　　・市町村自立支援協議会の中に医療的ケア部会をつくり、医療的ケアに関することや地域性を生かした取り組み、事業所間の情報交換をするべき。
　　・地域包括ケアを担う地域包括支援センターに設けるべき。
　　・利用者個人の情報共有は、利用者の同意をもとに個別のケース会議により行うべき。
　　・市町村によって、福祉サービス事業者連絡会や相談支援部会など必要に応じて情報交換できる体制をつくるべき。
　　・自立支援協議会も含めて、情報交換だけではなくケアマネジメント・コーディネートを行う機関が必要である。
　④保護者の方が求める水準どおりにサービスが提供できないことについて（日中活動系事業、短期入所事業の課題も含む）
　　運営適正化委員会など公的な機関に相談機関を設置すべきである。
　（委員の主な意見）
　　・相談支援事業者が利用者の苦情等の相談を受けるべき。
　　・公平性や中立性を担保するのであれば市町村障がい担当課が窓口になるべき。
　　・医療的ケアの苦情等を相談する医療機関が必要。
　　・公的機関が担うべき。第３者を立てて現場に近いところで話し合うのがよい。
　　・運営適正委員会の活用等あるが、ケア会議の中で課題を共有し解決の道を検討する。
　　・苦情対応に対する第３者評価委員会の設置は事業者に課されている義務である。
　　・技術不足に対する研修は必要。何らかの相談窓口は必要。
　　・運営適正化委員会をベースに福祉圏域単位で窓口を設けるべき。
２　日中活動系事業（生活介護、療養介護、重心通園、児童デイサービス）
1 職員体制のあり方について
常勤看護師の配置が必要であるとともに、看護師への指示を出す医師（医療機関）と連携できる体制が必要である。
（委員の主な意見）
　　・医療的ケアのある重症心身障害児者を受け入れるならば看護師の配置は必須である。
　　・医療的ケアのある重症心身障害児者１．５に対して1名の職員配置が必要である。
　　・医療的ケアの場合、看護師は二人配置でそのうち一人は常勤配置が必要である。
　　・常勤換算方式による配置ではなく、常勤配置を基本とするべき。
　　・看護師に指示を出す医師の関与できる体制が必要である。
　　・職員配置基準と報酬体系は車の両輪であり、基準策定の根拠を示されたい。
　　・生活介護事業における看護師の多くは非常勤であるため、実質的に常駐できる報酬体系が必要である。
2 職員の研修体制のあり方について
医療と福祉のネットワーク（連携）のもとに、公的な機関が実施主体となる研修を実施すべきである。また、研修内容は実践を想定した専門家によるOJTなど実技研修も取り入れるべきである。
（委員の主な意見）
　　・都道府県レベルで研修を企画・実施することが効率的。
　　・研修への参加が収入の低下にならないよう報酬上の配慮が必要である。
　　・主治医から担当看護師に医療的ケアの指示書が出ており、その看護師が介護人への研修講師となる個別研修を制度化するべき。
　　・事業所連絡会議によるスキルアップも含めた自主研修制度を圏域単位で取り組む。
　　・医療的ケアが必要な方に対して地域の拠点となる医療機関から医師あるいは看護師等の指導を継続的に受けられる仕組みが必要である。
3 施設・設備基準のあり方について
現状の最低基準では不足であり、安全に医療的ケアを提供できる施設設備が必要である。その整備のためには補助制度が必要であり、現在設備を有する事業所には加算ををつけることによる支援が必要。
（委員の主な意見）
・医療的ケアが行える施設・設備を有する事業所には加算をするべき。
・地域ごとに拠点となる医療機関を指定し、重症心身障がい児者専門の施設を併設し、その医療機関から地域へ医療的ケアに関するものを提供するシステムを新設すべき。
　　・生活介護で医療的ケアが必要な重症心身障害児者へのサービスを実施する場合には別途の施設基準を設けるべき。
　　・療養介護には24時間３６５日対応できる診療所の併設、生活介護などには十分は広さと設備が整った医務室、吸引器、吸入器、酸素などが必要。
4 日中活動のサービスメニューはどうあるべきか。
創作活動、リハビリテーションが必要であり、特に入浴サービスは必須である。
（委員の主な意見）
　　・PT、STなどリハビリテーションによるトレーニングメニューが必要である。
　　・入浴サービスは介護負担を軽減する必須のメニューとして位置付けるべきである。
　　・社会参加や社会の中で人との関わりを深める体験メニューが必要である。
　　・発達年齢に応じた療育的な取り組みが必要である。
　　・リクリェーション的なものも必要である。
5 報酬体系について
現在の障害程度区分６は重症心身障害児者の実態を反映していない場合があり、報酬体系を見直し、医療的ケア加算を創設するべきである。また、看護師等医療職配置のための加算を創設すべきである。
（委員の主な意見）
　　・状態像や必要とされる支援内容によって報酬単価に加算を設定するべき。
　　・医療的ケアを提供する場合には、アセスメントに基づく「実施計画書」の作成を義務づけ、これに基づき医療的ケア加算を算定するべき。
　　・施設や在宅での診療報酬体系は包括払いとなっており、適切な医療処置を提供するためには出来高払いで算定可能とするべきである。
　　・福祉サービスの利用に際しては、生活上の困難さあるいは必要なサービス・医療的ケアに着目した区分の判定が必要である。
6 訪問看護事業所との連携について
日中活動系事業所への訪問看護サービスの提供は必要である。
（委員の主な意見）
　　・連携は医療的ケアが必要な重症心身障害児者が利用できる日中活動系事業所を増やす方法として有効である。
　　・看護師等の配置が困難な事業所では訪問看護事業所を利用することが必要である。
　
7 通所の支援はどうあるべきか。
（委員の主な意見）
　　・送迎には医療的ケアについて知識や技術をもった介助人が同乗することが必要。
　　・重症心身障害児の送迎はリスクの高い事業なので、個別送迎と看護師配置で送迎時間を短くし安心した体制にするべき。
　　・重症心身障害児者の送迎加算が必要。
　　・重症心身障害児者の通所に移動支援を組み入れるべきである。
　　・リフト付きタクシー事業が活用できるように制度化すべきである。
　　・送迎者に必要な支援技術を身につける研修が必要である。
　　・通所には通所加算をつけ事業所で行うべきである。
　　・介護タクシー等の利用助成や個別送迎を行う施設への助成が必要である。
３　短期入所
1 報酬体系について
医療的ケアが必要な重症心身障害児者を受け入れるには、医療機関と看護師を含めた体制が必要で、現状の報酬単価では受け入れ困難であるため報酬の増額が必要。
（委員の主な意見）　　
　　・福祉型事業所では設備面や人員体制面（看護師や職員配置）が可能な報酬単価にするべきである。
　　・報酬の一定割合を月額の固定額とし、それ以外の部分を日額報酬としてほしい。
　　・医療型事業所においても入院等における報酬単価との整合性を考えると単価の増額が必要である。
2 医療型特定短期入所（宿泊を伴わない日帰り利用）の参入事業所がないことについて
・在宅生活を継続するためには宿泊を伴わない日帰り利用は必要である。
・地域ごとに拠点となる医療機関を指定すべきである。
・医療型のみではなくすべての短期入所に日帰り利用を再開するべき。
3 利用者への空床情報の提供について
空床情報提供システムが必要であり、現時点では公的機関が管理すべきである。
（委員の主な意見）
・システムに参加する施設が常に最新情報を入力する仕組みが必要である。
・インターネットで検索できるよう大阪府で管理してほしい。
・緊急的な利用も含め利用者への空床情報の提供は必要である。
4 事業所の地域偏在について
地域偏在をなくすために地域ごとに拠点となる医療機関を指定し短期入所を併設するべきである。
（委員の主な意見）
・医療機関に併設することで身近な地域に確保することができる。
・病院に在宅医療システムの一環として医療的ケアを提供する部門を設け、福祉事業者での短期入所を可能とする制度をつくるべき。
　　・重症心身障害児施設（通園含む）の地域偏在を解消するべき。
　　・報酬、加算、補助など国、都道府県、市町村がそれぞれの役割を果たすべきであるが、地域課題としては市町村自立支援協議会で事業所確保策を検討できないか。
